
小規模事業者向け資金緊急無利子化事業 

利子補給補助金（令和８年８月大雨）交付要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、令和８年８月の大雨の影響を受けたことにより、株式会社

日本政策金融公庫（国民生活事業）（以下、「日本公庫」という。）の小規模事業

者経営改善資金（以下、「マル経資金」という。）の貸付けを受けた小規模事業

者に対し、当該貸付けに係る利子に対する補助金（以下、「補助金」という。）

を交付することにより、その経営の安定を図ることを目的とする。  

 

（交付手続） 

第２条 補助金の交付の手続については、福井県補助金等交付規則（昭和４６年

福井県規則第２０号）に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 

 

（交付対象者） 

第３条 補助金の交付対象者は、令和８年８月の大雨の影響により、あわら市、

坂井市、福井市、永平寺町、勝山市または大野市のいずれかの市町（以下、「対

象市町」という。）が発行する罹災証明書または被災証明書の発行を受けた、

対象市町に事業所を有する小規模事業者のうち、令和８年８月２９日から令和

９年２月２６日までの間に、福井県内にある日本公庫の支店においてマル経資

金の貸付けを受けた者であって、第５条の規定による交付申請時において、福

井県税に滞納がない者とする。 

 

（補助金の額） 

第４条 補助金の額は、マル経資金であって、第５条の規定により申請時に添付

する返済予定表に基づく利子の支払額のうち、２／３相当額とする。ただし、

毎年度交付する補助金の額は円未満切り上げとする。 

２ 前項に規定する補助金の対象期間は、マル経資金の貸付けを受けた日（以下

「貸付日」という。）から起算して５年を経過する日の属する月までとする。  

３ 返済条件の変更等により、返済予定表に基づく利子の支払額に変更があった

場合の補助金の額は、利子の支払額が変更前の額を超える場合は、第１項に規

定する額を限度とし、利子の支払額が変更前の額よりも少ない場合は、当該変

更後の利子の支払額のうち、同項の規定による方法により算定した額とする。 

 

（交付申請） 

第５条  補助金の交付の申請をしようとする者は、利子補給補助金交付申請書

（様式第１号）に次の書類を添付し、マル経資金の申込みについて推薦を受け

た商工会議所または商工会（以下、「取扱商工会議所等」という。）を経由して、

知事に提出するものとする。ただし、申請時に返済予定表の写しが添付できな

い場合は、知事が別に定める書類に代えることができる。  

一 マル経資金の借入申込書の写し 

二 日本公庫が発行する返済予定表の写し 

三 事業用資産に直接影響を受けたことを示す対象市町長の発行する罹災証

明書または被災証明書 

四 県税に滞納がないことを証明事項とする納税証明書  

五 消費税および地方消費税に滞納がないことを証明事項とする納税証明書  



２ 前項の規定による申請書の提出は、貸付日が属する月の翌月末日までに行う

ものとする。ただし、貸付日が３月に属している場合は、令和９年３月１２日

までに行うものとする。 

３ 知事は、第１項の規定による申請があったときは、その内容を審査し、補助

金の交付の適否を決定し、当該申請者に対し利子補給補助金交付決定通知書

（様式第２号）により通知するものとする。  

 

（交付方法） 

第６条 補助金の交付は年１回とし、１回に交付する補助金の額は、前年度４月

１日から翌年３月３１日までの期間相当の額とする。 

 

（取扱商工会議所等への委任） 

第７条 第５条第３項の規定により補助金の交付の決定を受けた者（以下、「補

助事業者」という。）は、知事への補助金の請求および受領の権限を、委任状

（様式第３号）により取扱商工会議所等に委任するものとする。 

２ 取扱商工会議所等は、前項の規定により委任を受けた場合は、当該委任状を

速やかに知事に提出するものとする。 

 

（年度終了報告） 

第８条 前条の規定により委任を受けた取扱商工会議所等は、令和９年度～１３

年度の毎年度５月末日までに利子補給補助金年度終了報告書（様式第４号）に

日本公庫が発行する補助事業者に係る利息支払証明書を添付して、知事に提出

するものとする。 

２ 知事は、前項の年度終了報告書が提出されたときは、速やかにその内容を審

査しなければならない。 

 

（交付請求等） 

第９条 第７条の規定により委任を受けた取扱商工会議所等は、毎年１１月末日

までに利子補給補助金交付請求書（様式第５号）を知事に提出するものとする。 

２ 知事は、前項の補助金交付請求書が提出されたときは、その内容を審査し、

補助金の交付を適当と認めたときは、速やかに取扱商工会議所等に対し補助金

を交付するものとする。 

３  取扱商工会議所等は、補助金の受領をした後は、速やかに補助事業者に対

しその補助金の支払いをしなければならない。  

 

（額の確定） 

第１０条 補助事業者は、マル経資金の利子の支払いが完了したときは、令和１

４年５月末日までに取扱商工会議所等を経由して、利子補給補助金完了実績報

告書（様式第６号）に日本公庫が発行する補助事業者に係る利息支払証明書を

添付して、知事に提出しなければならない。 

２ 知事は、前項の実績報告書の提出を受けた場合において、その内容が適当と

認められるときは、補助金の額を確定し、補助事業者に対し、利子補給補助金

額の確定通知書（様式第７号）により通知するものとする。 

 

（フォローアップの実施） 

第１１条 補助事業者は、取扱商工会議所等による定期的な経営助言を受けるこ



ととする。 

２ 取扱商工会議所等は、補助事業者が貸付けを受けた日の６月後、１２月後を

目安として補助事業者の経営状況の確認・助言等（以下「フォローアップ」と

いう。）を実施し、フォローアップ実施報告書（様式第８号）を知事に提出す

るものとする。 

３ 前項に規定するフォローアップの期間は２年間、実施報告書の提出は年１回

とし、貸付日の１年後および２年後の応当日が属する月の翌月１０日までに行

うものとする。ただし、初回の報告において、実施報告書で定める正当な理由

がある補助事業者については、２回目の報告を省略することができるものとす

る。 

 

（補助金交付の特例） 

第１２条 補助事業者が死亡、廃業、事業譲渡等により事業を廃止したときは、

当該事業の廃止した日の属する年度（４月１日から３月３１日まで）の利子分

に係る補助金の交付は行わない。ただし、県内に事業所を有する小規模企業者

が、当該事業を承継し、当該補助金に係るマル経資金の債務をすべて承継した

ときは、この限りでない。 

２ 補助事業者本人への補助金の支払いができないときは、補助金の交付は行わ

ない。 

３ 補助事業者が、補助金に係るマル経資金の利子を約定返済日に支払わず延滞

となっている場合で、当該延滞に係る約定返済日の属する年度内に、当該利子

分の支払がされないときは、当該利子分に係る補助金は交付しないものとする。 

 

（変更届出等） 

第１３条 補助事業者は、住所、所在地、商号または代表者の変更があった場合

（県内に事業所を有する小規模企業者が当該事業を承継した場合を含む）には、

利子補給補助金変更届出書（様式２－２号）を速やかに知事に届け出なけれ

ばならない。 

２ 補助事業者が死亡、廃業、事業譲渡等により事業を廃止した場合には、利子

補給補助金事業廃止届出書（様式２－３号）を速やかに知事に届け出なけれ

ばならない。 

 

（その他） 

第１４条 この要領に定めるもののほか、補助金に関し必要な事項は、知事が別

に定める。 

 

附則 

この要領は、令和８年１０月８日から施行する。 

 

 


